
参考様式１（法第192条　省令第79条関係）
（第一面）
　年　月　日
　　農林水産大臣　殿

経済産業大臣　殿
　　　　　　　　　　
申請者
商号又は名称
所在地
代表者の役職名・氏名
許　可　（　更　新　）　申  請  書
　商品先物取引法第190条第１項（又は第２項）の規定により、商品先物取引業の許可（許可の更新）を受けたいので、同法第192条第１項の規定に基づき下記のとおり申請します。
　この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
（記載上の注意）
１．不要な字句は消して使用すること。

２．省令第80条第１項各号に規定する書類を添付すること。ただし、法務省の登記情報連携シ
ステムを利用し、主務省が登記情報を取得するため、登記事項証明書（海外当局が発行するもの
を除く。）の添付は不要。
（第二面）
記

１．商号又は名称
	（ふりがな）

	　　　


２．純資産額（　　年　　月　　日予定）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円


３．本店、支店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地（　　年　　月　　日予定）
	名　　　　称
	所　　　　　在　　　　　地

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（記載上の注意）
１．「所在地」は番地・号までを記載する。

２．営業所または事務所は、登記事項証明書に記載された営業所または事務所で、商品先物取引業の全部または一部を行うために開設する一定の施設または設備をいい、駐在員事務所、連絡事務所その他商品デリバティブ取引以外の用に供する施設は除かれる。なお、無人の営業所または事務所については、これらを統括する営業所または事務所の名称等を記載する。
（第三面）
４．役員の氏名又は名称及び住所（　　年　　月　　日予定）
	役　　　名
	氏名又は名称
	住　　　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（記載上の注意）
１．「役名」欄は代表取締役、取締役及び監査役の区分を明確にし、社長、専務取締役、営業本部長、社外取締役、常勤監査役等の場合は、代表取締役（社長）、取締役（専務）、取締役（営業本部長）、取締役（社外）、監査役（常勤）等と記載する。
２．「住所」は番地・号まで記載する。
５．商品先物取引法第２条第22項各号に掲げる行為に係る業務の種別

	１　商品市場における取引（商品清算取引を除く。）の（①受託、②委託の媒介、③委託の取次ぎ、④委託の代理）（第１号）
２　商品清算取引の（①委託の取次ぎの受託、②委託の取次ぎの委託の媒介、③委託の取次ぎの委託の取次ぎ、④委託の取次ぎの委託の代理）（第２号）

３　外国商品市場取引（商品清算取引に類似する取引を除く。）の（①受託、②委託の媒介、③委託の取次ぎ、④委託の代理）（第３号）

４　外国商品市場取引のうち、商品清算取引に類似する取引の（①委託の取次ぎの受託、②委託の取次ぎの委託の媒介、③委託の取次ぎの委託の取次ぎ、④委託の取次ぎの委託の代理）（第４号）

５　店頭商品デリバティブ取引の（①実施、②媒介、③取次ぎ、④代理）（第５号）


（記載上の注意）
１．行おうとする業務の番号を○で囲むこと。
２．○で囲んだ業務のうち、行おうとする業務の種別の番号も○で囲むこと。
（第四面）

６．資本金の額、出資の総額又は基金の総額（　　年　　月　　日予定）
	円


７．商品市場における取引等（商品清算取引を除く。）の受託に係る商品市場
	商品市場名
	商品取引所の名称又は商号
	法第２条第21項に係る

取引の別

	
	
	


（記載上の注意）
１．当該商品市場を開設する商品取引所の名称又は商号を含む。
２．法第２条第21項各号の別を記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８．外国商品市場取引等（外国商品市場取引のうち商品清算取引に類似する取引を除く。）の受託に係る外国商品市場
	外国商品市場名
	外国商品市場開設者の名称又は商号

	
	


（記載上の注意）

当該外国商品市場を開設する外国商品市場開設者の名称又は商号を含む。

９．加入する委託者保護基金（法第６章に規定する委託者保護基金をいう。）の名称（国内の営業所又は事務所において法第２条第22項第１号又は第２号に掲げる行為を業として行う場合に限る）
	　


10．加入する商品先物取引協会（法第241条第１項に規定する商品先物取引協会をいう。）の名称
	



